伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱

（目的）

第１条　町は、伊方町新規就業者支援対策事業実施要領(以下「実施要領」という。)に基づいて、実施要領に定める事業に要する経費に対し、この要綱の定めるところにより、予算の範囲内で伊方町新規就業者支援対策事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付する。

（補助対象経費及び補助金の額）
第２条　前条に規定する補助金の補助対象経費は、別表1のとおりとする。
（補助金の交付申請）
第３条　補助金の交付を受けようとする就業者は、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付申請書（様式第1号）に関係書類を添えて、町長に提出しなければならない。

（補助金の交付決定）
第４条　町長は、前条に規定する申請を受理した場合は、その内容を審査し、適当と認めたときは、必要な条件を付して、補助金の交付決定を行い伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付決定通知書（様式第2号）により、速やかに就業者に通知するものとする。
２　前項の場合において、町税、国民健康保険税、住宅使用料又は水道料の納付を遅滞している者には、補助金の交付決定を行わないものとする。
（補助事業の中止及び廃止）

第５条　就業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ伊方町新規就業者支援対策事業中止（廃止）承認申請書（様式第3号）を町長に提出し、その承認を受けなければならない。

２　前項の申請書の提出があったときは、これを審査し、当該申請者に前条の規定を準用して補助事業等の中止及び廃止の承認を通知するものとする。
（補助金の請求）

第６条  第４条の規定により補助金の額の決定通知を受けた就業者は、毎月翌月の10日までに伊方町新規就業者支援対策事業費補助金請求書（様式第4号）及び技術研修日誌（様式第５号）を町長に提出しなければならない。
（補助金の交付）

第７条  町長は、就業者に対し補助金を交付決定した日の属する翌月から毎月交付するものとする。ただし、次年度以降は補助金を交付決定した日の属する月から毎月交付するものとする。
２　補助金は、原則として前月分を毎月20日に交付するものとし、交付日が祝祭日、土曜日又は日曜日に当たるときは、その前日に交付する。

（就業状況報告）

第８条　就業者は、就業状況を事業実施期間終了後7年間は年1回、町長に報告しなければならない。
（目的外使用の禁止）

第９条  就業者は、補助金を他の目的に使用してはならない。

（指導監督）

第10条　町長は、補助金の交付に関して、必要に応じて検査し、指示を行い、又は報告を求めることができる。

（交付決定の取り消し等）

第11条 補助金の交付を受けた者が、次の各号に該当するときは、その交付を取り消し、又は既に交付した補助金の一部若しくは全部の返還を命ずることができる。

(1)　事業実施期間中若しくは事業実施期間終了後7年以内に就業をしなくなったとき。ただし、死亡、病気等で就業が困難となった場合には、町長が認める者はこの限りでない。
(2)　返還率は別表２のとおりとする。

(3)　不正な申請があったとき。

(4)　この告示の条件に違反したとき。

(5)　その他本事業の目的に支障があると判断したとき。

（書類の経由）

第12条  この要綱により町長に提出する書類は、農林水産業団体を経由するものとする。

 (その他)

第13条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。
別表1（第2条関係）
	補助対象経費
	補助金額

	技術研修費及び生活費
	親族の経営基盤を引継ぎながら規模拡大及び経営改善を行う者で就業月額５万円

	
	親族の経営基盤を全く引き継がず新規経営する者、又は、親族が死亡、病気のため、代わりに新規経営する者で就業月額１０万円


別表2（第11条関係）
	就業年数
	返還率

	就業開始から5年まで
	100%

	5年以上6年まで
	80%

	6以上7年まで
	70%

	7以上8年まで
	60%

	8以上9年まで
	40%

	9年以上10年まで
	20%

	10年以上
	免除


様式第１号（第３条関係）

　　年度伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付申請書
年　　月　　日

伊方町長　　　　　　　様

住　所

申請者

氏　名　　　　　　　　印

年度において伊方町新規就業者支援対策事業を実施したいので、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱第３条の規定により、補助金　　　　　円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。
記

１　添付書類
身元保証書（別紙１）

（別紙１）

伊方町長　　　　　　　様

身元保証書

私　　　　　は、このたび伊方町新規就業者に認定される　　　　　　が、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱の規程を遵守することを、身元保証人として保証いたします。

万一本人が要綱、要領の規程に反し、故意または重大な過失により伊方町に損害を与えた場合は、身元保証人として本人と連携して補助金の一部若しくは全部の返還の責を負いますことをここに誓約致します。

　　年　　月　　日

被保証人

住　所

氏　名　　　　　　　　　　印

保証人

住　所

電　話

氏　名　　　　　　　　　　　　印
保証人

住　所

電　話

氏　名　　　　　　　　　　　　印
（注）１．保証人のうち一人は、就業者の両親以外の者とすること。

２．就業者及び保証人の印鑑登録証明書を添付すること。

様式第２号（第４条関係）

年度伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付決定通知書
年　　月　　日

　　　　　　　様

伊方町長　　　　　　印

年　　月　　日付け　第　　　号により補助金申請のあった　　　　　年度伊方町新規就業者支援対策事業に対し、伊方町新規就業者支援対　策事業費補助金交付要綱第４条の規定に基づいて、次のとおり補助金を交　付する。

記

１　交付決定額

２　交付決定に付する条件

(1)　補助金の交付目的に従って使用すること。

様式第３号（第５条関係）

年度伊方町新規就業者支援対策事業中止（廃止）承認申請書
年　　月　　日

伊方町長　　　　　　　様

住　所

申請者

氏　名　　　　　　　　印

年　　月　　日付け　第　　　号により補助金交付決定通知があった　　　　年度伊方町新規就業者支援対策事業を中止（廃止）したいので、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱第５条の規定により、その承認を申請します。
記

１　事業の中止（廃止）の理由

様式第４号（第６条関係）

年度伊方町新規就業者支援対策事業費補助金請求書（　　月分）
年　　月　　日

伊方町長　　　　　　　様

住　所

申請者

氏　名　　　　　　　　印

年　　月　　日付け　第　　　号により補助金交付決定の通知があった　　　　年度伊方町新規就業者支援対策事業費補助金について、伊方町新規就業者支援対策事業費補助金交付要綱第６条の規定により、下記のとおり請求します。
記

￥　　　　　　　　　　　

	内　　訳
	補助金額
	　既受領額
	今回請求額
	　残　　額
	　備　　考

	
	
	
	
	
	


様式第５号（第６条関係）

伊方町長　　　　　　　様

団体長　　　　　　　　印

研修生氏名　　　　　　印

技術研修日誌

　　　　年　　　月分
	月　　日
	研修場所等
	研修内容

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	

	／


	場所等　：

出勤時刻：

終了時刻：
	


